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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　固形化した石油残渣と重油とを供給して混合する混合タンクと、
　該混合タンク内で固形化した石油残渣を加熱して溶融させる加熱装置と、
　前記混合タンクにより混合して流体化した混合油を火炉に搬送する搬送装置と、
　を備えることを特徴とする石油残渣の燃料供給装置。
【請求項２】
　石油残渣を粉砕する粉砕装置を設けることを特徴とする請求項１に記載の石油残渣の燃
料供給装置。
【請求項３】
　前記粉砕装置により粉砕された石油残渣を前記混合タンクに供給することを特徴とする
請求項２に記載の石油残渣の燃料供給装置。
【請求項４】
　石油精製設備から取り出されて固形化した石油残渣と重油とを混合タンクに供給して混
合する工程と、
　前記混合タンク内で石油残渣を加熱して溶融させる工程と、
　石油残渣と重油が混合して流体化した混合油を火炉に搬送する工程と、
　を有することを特徴とする石油残渣の燃料供給方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、原油を精製して燃料油や石油化学製品などを製造した後、取り出される石油
残渣を火炉などの燃料として供給可能とする石油残渣の燃料供給装置及びその方法に関す
るものである。
【背景技術】
【０００２】
　原油を石油精製設備により精製することで、燃料油や石油化学製品などを製造した後、
この設備からは石油残渣が取り出される。この石油残渣は、常温で固化してしまうことか
ら、エネルギとして利用する場合には、石油精製設備で高温状態にある石油残渣を蒸気な
どにより加温したままで配管を用いて火炉まで移送し、燃焼可能な温度まで加熱してから
火炉内に供給している。
【０００３】
　近年、石油残渣の重質化が進み、石油残渣は、３５０℃を超える温度域まで加熱してか
ら火炉内に供給する必要があり、石油精製設備でのハンドリング温度を上回ることから、
移送する配管でのコーキング付着の問題が発生するおそれがある。そのため、石油精製設
備から取り出された高温流体である石油残渣に軽油を混合し、終始、流体として移送する
ようしているが、コストの面で不利となっている。
【０００４】
　このような問題を解決するものとして、例えば、下記特許文献１、２に記載されたもの
がある。特許文献１に記載された溶剤脱れき残渣水スラリーの製造方法では、溶剤脱れき
残渣を水及び分散剤と共に粉砕してスラリーを形成し、続いて、撹拌を続けてスラリーを
安定化するにあたり、増粘剤として水溶性高分子物質や無機物微粉末を適量加えている。
また、特許文献２に記載された石油残渣の燃料供給方法及び装置では、石油残渣液化天然
ガスを接触させ、液化天然ガスが気化して気化天然ガスとなる気化冷熱を用いて石油残渣
を冷却・固化することで固形燃料を得て、この固形燃料を微粉砕して火炉に供給している
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平１０－０７７４８７号公報
【特許文献２】特開２００９－３０００５４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　上述した従来の石油残渣の燃料供給装置にあっては、石油残渣をスラリー化したり、固
化した後に粉砕して燃料として使用している。しかし、このような設備では、複雑な装置
構成が必要となり、製造コストが増加してしまうという問題がある。
【０００７】
　本発明は上述した課題を解決するものであり、装置の大型化や複雑化を招くことなく石
油残渣を効率的に燃料として使用可能な石油残渣の燃料供給装置及び方法を提供すること
を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記の目的を達成するための本発明の石油残渣の燃料供給装置は、固形化した石油残渣
と重油とを混合する混合装置と、該混合装置により混合して流体化した混合油を火炉に搬
送する搬送装置と、を備えることを特徴とするものである。
【０００９】
　従って、混合装置により固形化した石油残渣を重油と混合することで、この石油残渣を
溶融して流体化し、搬送装置により混合油を火炉に搬送することができ、装置の大型化や
複雑化を招くことなく石油残渣を効率的に燃料として使用可能とすることができる。
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【００１０】
　本発明の石油残渣の燃料供給装置では、石油残渣を加熱する加熱装置を設けることを特
徴としている。
【００１１】
　従って、固形化した石油残渣を重油と混合すると共に、加熱装置により加熱することで
、この石油残渣を容易に溶融して流体化することができる。
【００１２】
　本発明の石油残渣の燃料供給装置では、石油残渣を粉砕する粉砕装置を設けることを特
徴としている。
【００１３】
　従って、固形化した石油残渣を粉砕装置により粉砕してから重油と混合することで、こ
の石油残渣を容易に溶融して流体化することができる。
【００１４】
　本発明の石油残渣の燃料供給装置では、前記混合装置は、混合タンクを有し、前記粉砕
装置により粉砕された石油残渣を前記混合タンクに供給することを特徴としている。
【００１５】
　従って、粉砕装置により粉砕された石油残渣と重油とを混合タンクで混合することで、
この石油残渣を容易に溶融して流体化することができる。
【００１６】
　本発明の石油残渣の燃料供給装置では、前記混合装置は、混合配管を有し、前記粉砕装
置により粉砕された石油残渣を前記混合配管に供給することを特徴としている。
【００１７】
　従って、粉砕装置により粉砕された石油残渣を搬送配管に供給して重油と混合すること
で、この石油残渣を容易に溶融して流体化することができると共に、混合装置の簡素化を
可能とすることができる。
【００１８】
　また、本発明の石油残渣の燃料供給方法は、石油精製設備から取り出されて固形化した
石油残渣を加熱する工程と、溶融した石油残渣を重油と混合する工程と、石油残渣と重油
が混合して流体化した混合油を火炉に搬送する工程と、を有することを特徴とするもので
ある。
【００１９】
　従って、加熱した石油残渣を重油と混合することで、この石油残渣を溶融して流体化し
、混合油として火炉に搬送することができ、装置の大型化や複雑化を招くことなく石油残
渣を効率的に燃料として使用可能とすることができる。
【００２０】
　また、本発明の石油残渣の燃料供給方法は、石油精製設備から取り出されて固形化した
石油残渣を粉砕する工程と、粉砕した石油残渣を重油と混合する工程と、石油残渣と重油
が混合して流体化した混合油を火炉に搬送する工程と、を有することを特徴とするもので
ある。
【００２１】
　従って、粉砕した石油残渣を重油と混合することで、この石油残渣を溶融して流体化し
、混合油として火炉に搬送することができ、装置の大型化や複雑化を招くことなく石油残
渣を効率的に燃料として使用可能とすることができる。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明の石油残渣の燃料供給装置及び方法によれば、固形化した石油残渣を重油と混合
することで溶融して流体化し、混合油として火炉に搬送することができ、装置の大型化や
複雑化を招くことなく石油残渣を効率的に燃料として使用可能とすることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
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【図１】図１は、本発明の実施例１に係る石油残渣の燃料供給装置を表す概略構成図であ
る。
【図２】図２は、石油の移送粘度範囲及び燃焼粘度範囲を表すグラフである。
【図３】図３は、本発明の実施例２に係る石油残渣の燃料供給装置を表す概略構成図であ
る。
【図４】図４は、石油残渣粒径に対する混合時間を表すグラフである。
【図５】図５は、本発明の実施例３に係る石油残渣の燃料供給装置を表す概略構成図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　以下に添付図面を参照して、本発明に係る石油残渣の燃料供給装置の好適な実施例を詳
細に説明する。なお、本発明は、この実施例に限定されるものではなく、また、実施例が
複数ある場合には、各実施例を組み合わせて構成するものも含むものである。
【実施例１】
【００２５】
　図１は、本発明の実施例１に係る石油残渣の燃料供給装置を表す概略構成図、図２は、
石油の移送粘度範囲及び燃焼粘度範囲を表すグラフである。
【００２６】
　近年、燃料油の白油化指向に伴って粘度の高い重質油が増加してきている。このような
重質油を燃料とする重質油燃焼ボイラにおいては、高粘度の重質油を昇温させたり、粘度
調整剤を混合したりして低粘度化する必要がある。また、石油精製設備による精製作業で
は、最終的に高い重質性の石油残渣が取り出されることとなるが、ここでも、近年、石油
残渣の重質化が進んでいる。
【００２７】
　石油の精製過程では、図２に示すように、軽油Ａや重油Ｂが精製されて一般的な石油残
渣Ｃが取り出されるが、近年は、この石油残渣Ｃもアスファルトなどとして精製され、高
重質性の石油残渣Ｄが取り出される。このような軽油Ａ、重油Ｂ、石油残渣Ｃ、高重質性
の石油残渣Ｄを一般的な重質油燃焼ボイラで使用する場合、燃料タンクからボイラまで移
送するとき、所定の移送粘度範囲（３００～７００mm２／sec）まで低下させ、更に、ボ
イラで燃焼するとき、所定の燃焼粘度範囲（１５～１００mm２／sec程度）まで低下させ
る必要がある。
【００２８】
　この場合、石油精製設備から取り出されたときの高重質性の石油残渣Ｄは、高温状態に
あることから流体化しているが、常温になると固形化してしまう。高温状態にあって流体
化している石油残渣Ｄを重質油燃焼ボイラまで搬送するには、搬送配管を蒸気などにより
加熱する必要があるものの、その加熱温度は３００℃程度になってしまう。本実施例では
、石油残渣Ｄを常温で固形化した状態で重質油燃焼ボイラの近傍まで搬送し、固形化した
石油残渣Ｄを溶融してボイラに供給するようにしている。
【００２９】
　実施例１の石油残渣の燃料供給装置は、図１に示すように、混合タンク（混合装置）１
１と、輸送配管（搬送装置）１２と、輸送ポンプ（搬送装置）１３と、油加熱器１４とを
有し、重質油燃焼ボイラ（火炉）１５に燃料油を供給可能となっている。
【００３０】
　混合タンク１１は、固形化した石油残渣と重油とが投入可能であり、攪拌翼２１と加熱
ヒータ（加熱装置）２２とを有している。輸送配管１２は、混合タンク１１から重質油燃
焼ボイラ１５まで延設された配管であり、輸送ポンプ１３により混合タンク１１内の燃料
油を重質油燃焼ボイラ１５まで輸送可能となっている。油加熱器１４は、輸送配管１２内
を流れる燃料油を所定の燃焼粘度範囲まで加熱するものである。重質油燃焼ボイラ１５は
、複数のバーナ２３を有し、輸送配管１２により輸送され、且つ、油加熱器１４により燃
焼粘度範囲まで加熱された燃料油をボイラ内部に供給するものである。



(5) JP 5777301 B2 2015.9.9

10

20

30

40

50

【００３１】
　実施例１では、固形化した石油残渣と重油とを混合タンク１１内で混合すると共に、加
熱ヒータ２２により加熱することで、石油残渣を溶融している。この場合、重油は、石油
残渣を溶融するための粘度調整剤として利用するが、この粘度調整剤は、固形化した石油
残渣より軽質であり、超重質油と親和性の高い重油が最適である。この場合、超重質油に
対する重油の混合割合に対して混合後の燃料油の粘度が比例して変化するが、石油残渣に
対する重油の混合割合は、ＪＩＳＫ２２８３「原油及び石油製品－動粘度試験方法及び粘
度指数算出方法」を用いて設定すればよい。また、加熱ヒータ２２により混合タンク１１
を加熱するが、固形化した石油残渣が溶融を開始する５０℃以上に加熱することが望まし
い。
【００３２】
　従って、固形化した石油残渣と重油とが混合タンク１１に投入されると、加熱ヒータ２
２により混合タンク１１が加熱されると共に、攪拌翼２１が作動する。すると、混合タン
ク１１内で石油残渣が加熱されると共に重油と混合されることで溶融し、燃料油（混合油
）が生成される。そして、輸送ポンプ１３が作動すると、混合タンク１１内の燃料油が輸
送配管１２により輸送され、途中で油加熱器１４により燃焼粘度範囲まで加熱された後、
重質油燃焼ボイラ１５の各バーナ２３まで輸送され、このバーナ２３からボイラ内部に供
給される。
【００３３】
　なお、加熱ヒータ２２により固形化した石油残渣を加熱する場合、混合タンク１１内で
重油と混合してから両者を加熱してもよいし、混合タンク１１内で石油残渣だけを加熱し
た後に重油と混合してもよい。また、石油残渣を事前に加熱したから混合タンク１１に投
入してもよい。更に、加熱した重油に石油残渣を投入してもよい。
【００３４】
　このように実施例１の石油残渣の燃料供給装置にあっては、固形化した石油残渣と重油
とを混合する混合タンク１１と、この混合タンク１１により混合して流体化した混合油を
重質油燃焼ボイラ１５に搬送する輸送配管１２及び輸送ポンプ１３とを設けている。
【００３５】
　従って、混合タンク１１により、固形化した石油残渣を重油と混合することで、この石
油残渣を溶融して流体化し、輸送ポンプ１３を作動して輸送配管１２により燃料油を重質
油燃焼ボイラ１５に搬送することができ、装置の大型化や複雑化を招くことなく石油残渣
を効率的に燃料として使用可能とすることができる。即ち、石油精製設備から取り出され
た石油残渣を固形化した状態で搬送し、重質油燃焼ボイラ１５の近傍で溶融してからこの
重質油燃焼ボイラ１５に供給することができ、石油精製設備から重質油燃焼ボイラ１５ま
での搬送配管を不要とし、石油残渣のハンドリングの容易化を可能とすることができる。
【００３６】
　また、実施例１の石油残渣の燃料供給装置では、石油残渣を加熱する加熱ヒータ２２を
設けている。従って、固形化した石油残渣を重油と混合すると共に、加熱ヒータ２２によ
り加熱することで、この石油残渣を容易に溶融して流体化することができる。
【００３７】
　また、実施例１の石油残渣の燃料供給方法にあっては、石油精製設備から取り出されて
固形化した石油残渣を加熱する工程と、溶融した石油残渣を重油と混合する工程と、石油
残渣と重油が混合して流体化した燃料油を重質油燃焼ボイラ１５に搬送する工程とを設け
ている。
【００３８】
　従って、加熱した石油残渣を重油と混合することで、この石油残渣を溶融して流体化し
、燃料油として重質油燃焼ボイラ１５に搬送することができ、装置の大型化や複雑化を招
くことなく石油残渣を効率的に燃料として使用可能とすることができる。
【実施例２】
【００３９】
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　図３は、本発明の実施例２に係る石油残渣の燃料供給装置を表す概略構成図、図４は、
石油残渣粒径に対する混合時間を表すグラフである。なお、上述した実施例と同様の機能
を有する部材には、同一の符号を付して詳細な説明は省略する。
【００４０】
　実施例２の石油残渣の燃料供給装置は、図３に示すように、混合タンク１１と、ミル（
粉砕装置）３１と、輸送配管１２と、輸送ポンプ１３と、油加熱器１４とを有し、重質油
燃焼ボイラ１５に燃料油を供給可能となっている。
【００４１】
　ミル３１は、固形化した石油残渣を所定の粒径まで粉砕するものであり、石油残渣をこ
のミル３１により粉砕してから混合タンク１１に投入する。即ち、実施例２では、固形化
した石油残渣をミル３１により粉砕し、粉砕後の石油残渣と重油とを混合タンク１１内で
混合することで、石油残渣を溶融している。この場合、ミル３１により石油残渣を１０ｍ
ｍ粒径以下まで粗粉砕することが望ましい。
【００４２】
　即ち、図４に示すように、石油残渣の粒径が２００ｍｍ程度であると、この石油残渣が
重油と混合して溶融するまで１０時間程度の混合時間が必要となる。しかし、石油残渣の
粒径が１０ｍｍ程度になると、この石油残渣が重油と混合して溶融するまで３０分程度の
混合時間で十分となる。石油残渣と重油との混合時間が３０分程度であると、重質油燃焼
ボイラ１５に燃料油を供給するタイミングに十分間に合うものである。この場合、石油残
渣と重油との混合時間の短縮化が可能になると共に、混合タンク１１の小型化が可能にな
る。
【００４３】
　従って、固形化した石油残渣をミル３１に供給し、この石油残渣を所定粒径まで粉砕し
てから混合タンク１１に投入すると共に、重油を混合タンク１１に投入する。この混合タ
ンク１１では、攪拌翼２１が作動することで、小径の石油残渣が重油と混合されることで
溶融し、燃料油（混合油）が生成される。そして、輸送ポンプ１３が作動すると、混合タ
ンク１１内の燃料油が輸送配管１２により輸送され、途中で油加熱器１４により燃焼粘度
範囲まで加熱された後、重質油燃焼ボイラ１５の各バーナ２３まで輸送され、このバーナ
２３からボイラ内部に供給される。
【００４４】
　このように実施例２の石油残渣の燃料供給装置にあっては、石油残渣を粉砕するミル３
１と、粉砕した石油残渣と重油とを混合する混合タンク１１と、この混合タンク１１によ
り混合して流体化した混合油を重質油燃焼ボイラ１５に搬送する輸送配管１２及び輸送ポ
ンプ１３とを設けている。
【００４５】
　従って、ミル３１により、固形化した石油残渣を粉砕した後に混合タンク１１に投入し
、この混合タンク１１により、粉砕した石油残渣を重油と混合することで、この石油残渣
を溶融して流体化し、輸送ポンプ１３を作動して輸送配管１２により燃料油を重質油燃焼
ボイラ１５に搬送することができ、装置の大型化や複雑化を招くことなく石油残渣を効率
的に燃料として使用可能とすることができる。
【００４６】
　また、実施例２の石油残渣の燃料供給装置では、ミル３１により粉砕された石油残渣を
重油と共に混合タンク１１に供給しており、この混合タンク１１内で石油残渣を重油と混
合することで、この石油残渣を容易に溶融して流体化することができる。
【００４７】
　また、実施例２の石油残渣の燃料供給方法にあっては、石油精製設備から取り出されて
固形化した石油残渣を粉砕する工程と、粉砕した石油残渣を重油と混合する工程と、石油
残渣と重油が混合して流体化した燃料油を重質油燃焼ボイラ１５に搬送する工程とを設け
ている。
【００４８】
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　従って、粉砕した石油残渣を重油と混合することで、この石油残渣を溶融して流体化し
、混合油として火炉に搬送することができ、装置の大型化や複雑化を招くことなく石油残
渣を効率的に燃料として使用可能とすることができる。
【実施例３】
【００４９】
　図５は、本発明の実施例３に係る石油残渣の燃料供給装置を表す概略構成図である。な
お、上述した実施例と同様の機能を有する部材には、同一の符号を付して詳細な説明は省
略する。
【００５０】
　実施例３の石油残渣の燃料供給装置は、図５に示すように、燃料タンク１１ａと、ミル
３１と、供給配管４１と、混合配管（混合装置）４２と、輸送配管１２と、輸送ポンプ１
３とを有し、重質油燃焼ボイラ１５に燃料油を供給可能となっている。
【００５１】
　燃料タンク１１ａは、所定量の重油を貯留可能であり、この燃料タンク１１ａに混合配
管４２を介して輸送配管１２及び輸送ポンプ１３が連結されている。また、ミル３１は、
固形化した石油残渣を所定の粒径まで粉砕するものであり、供給配管４１を介して混合配
管４２に連結されており、石油残渣をこのミル３１により粉砕してから供給配管４１を通
して混合配管４２に供給可能である。即ち、実施例３では、固形化した石油残渣をミル３
１により粉砕し、粉砕後の石油残渣を混合配管４２に供給して重油と混合することで、石
油残渣を溶融している。この場合、ミル３１により石油残渣を１ｍｍ粒径以下まで粉砕す
ることが望ましい。この場合、供給配管４１に供給ポンプを設けたり、供給配管４１の代
わりに供給コンベアなどを設けてもよい。
【００５２】
　即ち、実施例２で説明した図４に示すように、石油残渣の粒径が２００ｍｍ程度である
と、この石油残渣が重油と混合して溶融するまで１０時間程度の混合時間が必要となる。
しかし、石油残渣の粒径が１ｍｍ程度になると、この石油残渣が重油と混合して溶融する
まで３０秒程度の混合時間で十分となる。石油残渣と重油との混合時間が３０秒程度であ
ると、重質油燃焼ボイラ１５に燃料油を供給するタイミングに十分間に合うものである。
この場合、石油残渣と重油との混合時間の短縮化が可能になると共に、混合タンク１１が
不要となる。
【００５３】
　従って、重油を燃料タンク１１ａに供給する一方、固形化した石油残渣をミル３１に供
給し、この石油残渣を所定粒径まで粉砕してから、供給配管４１を通して混合配管４２に
供給する。一方、輸送ポンプ１３が作動すると、燃料タンク１１ａ内の重油が混合配管４
２、輸送配管１２により輸送される。このとき、混合配管４２では、供給配管４１から粉
砕された石油残渣が供給されることで、この小径の石油残渣が重油と混合されることで溶
融し、燃料油（混合油）が生成される。そし、この燃料油が輸送配管１２により輸送され
、重質油燃焼ボイラ１５の各バーナ２３まで輸送され、このバーナ２３からボイラ内部に
供給される。
【００５４】
　このように実施例３の石油残渣の燃料供給装置にあっては、燃料タンク１１ａに連結さ
れる混合配管４２と、石油残渣を粉砕するミル３１と、粉砕した石油残渣を混合配管４２
に供給する供給配管４１と、混合配管４２で混合して流体化した混合油を重質油燃焼ボイ
ラ１５に搬送する輸送配管１２及び輸送ポンプ１３とを設けている。
【００５５】
　従って、ミル３１により、固形化した石油残渣を粉砕した後に燃料タンク１１ａに連結
された混合配管４２に供給し、この混合配管４２により、粉砕した石油残渣を重油に混合
することで、この石油残渣を溶融して流体化し、輸送ポンプ１３を作動して輸送配管１２
により燃料油を重質油燃焼ボイラ１５に搬送することができ、装置の大型化や複雑化を招
くことなく石油残渣を効率的に燃料として使用可能とすることができる。この場合、石油
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、単なる配管（混合配管４２）でよく、混合装置の簡素化や設備コストの低減を可能とす
ることができる。
【産業上の利用可能性】
【００５６】
　本発明に係る石油残渣の燃料供給装置及び方法は、固形化した石油残渣と重油とを混合
することで石油残渣を溶融して重油と混合することで、装置の大型化や複雑化を招くこと
なく石油残渣を効率的に燃料として使用可能とするものであり、いずれの石油残渣の燃料
供給装置にも適用することができる。
【符号の説明】
【００５７】
　１１　混合タンク（混合装置）
　１２　輸送配管（搬送装置）
　１３　輸送ポンプ（搬送装置）
　１４　油加熱器
　１５　重質油燃焼ボイラ（火炉）
　２１　攪拌翼
　２２　加熱ヒータ（加熱装置）
　２３　バーナ
　３１　ミル（粉砕装置）
　４１　供給配管
　４２　混合配管

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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